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第１　総　　則
１  目　的
このマニュアルは、霧島市○○施設（以下「○○施設」という。）において危機事象が発生し、又は発生するおそれがある場合に、速やかに初動体制を確立し、同施設の利用者や管理者等の生命・身体及び財産等を守ることを目的として策定するものである。
２  用語の定義
本マニュアルで定義する「危機」とは、次に掲げる事態をいう。
　　①　○○施設の利用者及び管理者等の生命、身体及び財産に重大な被害を及ぼす災害・事件・事故
　　②　○○施設の運営に重大な支障が生じる事件・事故
３  想定される危機
このマニュアルで想定する危機事象の具体的事例は次のとおりとする。
①　火災
②　自然災害　　　　地震、風水害
③　事件・事故等　　爆破、爆発、爆破予告、不審物、不審者、監禁、占拠
４  責　務
 (1)  想定される危機事象への対応方針
危機事象発生時においては、次の措置を最優先するものとする。
①　人命救助、負傷者救護
②　施設利用者、職員等の安全確保
③　二次災害の防止
 (2)  所管課、施設管理者の役割
危機事象発生時における○○課、施設管理者の役割は、次のとおりとする。
	課（施設）等名
	主　　な　　役　　割

	○○課
（所管課）
	○  情報収集体制の確立（情報の収集、管理、伝達）
○  関係課、関係機関との連絡調整
○  応急対策の実施
○  施設管理者への指示、支援
○  広報


	課（施設）等名
	主　　な　　役　　割

	○○施設
	○  情報の収集、伝達
○  警察、消防等関係機関への連絡
○  負傷者等の救急・救助
○  避難誘導
○  被害拡大の防止
○  その他の応急措置


 (3)  関係機関との連携
危機事象発生時には、総合支所、消防、警察等防災関係機関と連携し、人的・物的被害の最小化を図る。
第２　事前対策
　１  危機管理体制の整備
 (1)  危機対応の担当窓口、責任者、担当者の設置
危機対応の所管課は○○課とし、施設における初動対応は、施設管理者が行う。
それぞれの担当窓口、責任者及び担当者を、別紙のとおり定める。
   (2)  連絡体制の明確化
危機事象が発生し又は発生のおそれがある場合の連絡体制は下記のとおりとし、状況に応じ、施設危機管理責任者は○○課及び関係機関等に連絡する。
※  連絡系統図
        ○○課




        ○○施設





 (3)  関係機関との連絡体制
応急対策が円滑に実施できるよう平時から関係機関と十分な連携を図り、危機事象発生の状況に応じ適切に連絡をとるものとする。
２  危機事象への意識高揚
 (1)  職員の対応指針の明確化
施設管理者は、職員一人ひとりが、本マニュアルに基づき迅速かつ円滑な対応ができるよう、それぞれの役割を明確に認識させるものとする。
また、人事異動等があった場合は速やかに緊急連絡体制等を見直すとともに、新しい担当者に確実に引き継ぐものとする。
 (2)  危機事象に関する知識の習得
施設管理者は、本マニュアルの実効性を高めるため、危機事象に関する研修会や事例研究等に職員を積極的に参加させるものとする。
３  訓練の実施
施設管理者は、危機事象が発生した場合、本マニュアルに則り対処できるよう、年に最低１回はマニュアル運用訓練を実施し、危機対応力の向上に努めるとともに、評価・検証を行い、適宜マニュアルの見直しを行うものとする。
４  物資・資機材の確保
施設管理者は、危機事象発生時に備え、必要な資機材等の備蓄に努めるものとする。
第３　応急対策
１　危機事象覚知者の情報伝達  
危機事象が発生し、又は発生するおそれがある場合において、迅速かつ的確に対応するためには、まず迅速な情報の伝達と共有が重要であることから、危機事象覚知者の危機情報の伝達に関して、以下のとおり定める。
 (1)  情報伝達の方針
     危機情報の伝達に当たっては、その第一報が、その後の展開を左右する最も重要な情報であることにかんがみ、できる限り速やかに伝達することを念頭に対応するものとする。
     従って、第一報を覚知したすべての施設関係者等は、一人の情報担当者として、施設危機管理責任者等へ責任をもって伝えるものとする。
 (2)  情報伝達の内容
      情報伝達に当たっては、「何が起きたのか」を伝えることが最も重要であるため、次の事項について、わかったものから速やかに伝達するものとする。
    □  事案の概要（何が起きたのか）
    □  被害状況（人的被害、物的被害）
    □  危機事象の発生日時、場所
    □  危機事象の発生原因
２  情報伝達体制
  危機情報の伝達を受けた施設危機管理責任者及び○○課危機管理責任者は、第一報者からの報告を含めた情報を収集、集約し、あらかじめ整備した情報連絡系統図に基づき情報を伝達する。
 (1)  情報の収集
危機事象発生時には、概ね次の情報を中心に収集する。
①　危機事象発生時の状況
　・　発生日時、場所、通報者
②　危機事象の内容
　・　具体的な内容、被害の状況、原因、被害拡大に関する予測、施設への影響等
③　応急対策の状況
　・　避難の状況、県・消防・警察等の応急措置の状況
 (2)  収集・集約情報の伝達
危機事象発生時には情報に混乱が生じる場合もあるので、施設危機管理責任者及び○○課危機管理責任者を情報管理責任者として、情報の一元化を図り、危機事象発生報告書等に状況を記載するなど、速やかに○○部長を経由して市長に報告する。
なお、情報の伝達にあっては、次の諸点に留意する必要がある。
①　第１報は、わかったものからできるだけ早く報告すること。
②　情報の伝達の相手が不在の場合は、相手方の上位の者に直接連絡すること。
③　施設からの第１報が口頭または電話の場合は、速やかに危機事象発生報告書により報告すること。
３  危機事象対応
(1)  危機情報の伝達により、危機が発生し又は発生のおそれが判明した場合は、別表      １に掲げる危機事象の態様に応じ、
      □  情報収集体制
      □  危機警戒・対策本部体制
      をとり、対応するものとする。
なお、それぞれの施設及び本庁における各体制の所掌事務や構成については、別表２のとおりとする。
【別表１】
	危機事象の態様
	体  制
	対      応

	  危機事象が発生し、又は発生のおそれがある場合
【例】
  ア　負傷者が発生し、または発生のおそれ    のある場合
  イ　施設に被害が発生し、または発生する　　おそれがある場合
  ウ　その他施設管理者が必要と認めた場合
	情報収集
体    制
	  ○○施設及び○○課においては、情報収集体制をとり、情報収集や危機事象への対策を行う。
　この場合で関係機関との連携が必要な場合は、必要に応じ危機管理調整会議を開催するなど、情報の共有と関係機関との連携を図る。

	  被害の拡大が予想され、危機事象への対応を早急に講ずる必要がある場合、又は被害が相当程度拡大した重大な危機事象の場合
【例】
  ア　多数の死傷者発生のおそれのある場合
  イ　施設に重大な被害が生じるおそれがあ　　る場合
　ウ　多数の死傷者が発生した場合
　エ　施設に重大な被害が生じた場合
  オ　その他○○課長が必要と認めた場合
	危機警戒
・対策
本部体制
	  ○○課長を本部長とする、危機警戒・対策本部を設置して、情報収集や応急対策を行う。


【別表２】
	配備体制
	施設における体制
	本庁における体制

	情報収集
体    制
	１  構成員等
　・　施設危機管理責任者
  ・  施設危機管理担当者
　・　施設の管理員 等
２  所掌事務
 (1)  情報の収集、伝達
 (2)  初動応急対策の検討、協議、実
　　施
 (3)  その他必要とする事項
	１  構成員等
　・  ○○課危機管理責任者
　・　○○課危機管理担当者 等
２  所掌事務
 (1)  情報の収集、伝達
 (2)  初動応急対策の検討、協議、実施
 (3)  その他必要とする事項

	危機警戒・対策
本部体制
	１  構成員等
　・　施設危機管理責任者
  ・  施設危機管理担当者
　・　施設管理員 等
２  所掌事務
 (1)  応急危機対策の検討・実施、調整
 (2)  情報の収集及び関係機関への 
    情報提供・報告
 (3)  関係機関・関係団体等の連絡調整
 (4)  その他対策に必要な事項
	１  設置本部
　　鹿児島県高千穂河原○○施設　ー危機警戒・対策本部
２  構成員等
　・  ○○課危機管理責任者
　・　○○課危機管理担当者 等
３  所掌事務
 (1)  応急危機対策の検討・実施、調整
 (2)  情報の収集及び関係機関への情報    提供・報告
 (3)  関係機関・関係団体等の連絡調整
 (4)  その他対策に必要な事項


　 (2)  危機事象発生時の登庁職員（緊急連絡網）
施設管理者は、施設の利用時間内及び時間外の危機事象発生に当たり、職員が配備基準に従い迅速に参集できるよう、緊急連絡網を整備しておくものとする。
４  応急措置の実施
危機事象が発生又は発生するおそれがある場合は、対応フローチャートを参考に、迅速かつ円滑に応急対策を実施する。
５  広報活動の実施
 (1)  広報の基本的な考え方
○○課は、危機事象発生時の混乱を防止し、市民の安心・安全を図るため、関係課及び危機管理局と緊密に連携し、広報内容の一元化を図る。
なお、広報に当たっては、適時適切な広報に努める。
 (2)  広報の内容
      広報の内容は、危機事象の規模、態様に応じて、次の事項に重点を置いて行うものとする。
          □  事案の概要（何が起きたのか）
          □  被害状況（人的被害、物的被害）
          □  危機事象の発生日時、場所
          □  危機事象の発生原因
          □  対策本部等の設置状況
          □  応急対策の実施状況
          □  今後の見通し
   (3)  広報の手段
        広報は、危機事象の規模、態様に応じて、記者会見、記者発表、資料提供、県ホームページへの掲載、市町村・関係団体を通じた広報等の手段により行うものとする。
第４　事後対策
１  事後対策の実施
○○課長は、必要に応じ、次に掲げる事後対策を実施するものとする。
①  安全確認、広報による市民への周知
②  関係者の健康被害等への対応
③  風評被害の防止、軽減
　２  再発防止策の検討
○○課長は、危機事象への対応について、検証と評価を行い、反省点や課題を抽出した上で、改善策を検討する。
更に、対応への検証、評価を踏まえ、見いだされた課題や改善点を参考に、必要に応じ、本マニュアルの適切な見直しを行う。
３  ○○部長への報告
○○課長は、次の事項を記載した報告書を作成し、○○部長に報告するものとする。
①　原因調査の結果
②　対応への評価
③　再発防止策
○○課危機管理責任者





○○課危機管理担当者





施設危機管理責任者





関係機関等





施設危機管理担当者





（警察・消防等）





危機発生
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